
区分 歳入額
万円

歳出額
万円

差引額
万円

一般会計 1,661,914 1,601,149 60,765

特
別
会
計

国民健康保険 454,165 451,100 3,065

裳掛診療所 3,241 3,220 21

美和診療所 2,067 2,046 21

介護保険 379,742 370,144 9,598

後期高齢者医療 45,168 44,935 233

農業集落排水事業 25,228 25,178 50

漁業集落排水事業 3,170 3,119 51

下水道事業 135,827 134,377 1,450

土地開発事業 17,291 6,701 10,590

企業団地造成事業 105,839 86,651 19,188

計（一般会計・特別会計） 2,833,652 2,728,620 105,032

事業
会計

病院事業会計 115,818 122,231 △ 6,413

水道事業会計 87,544 81,492 6,052

計（事業会計） 203,362 203,723 △ 361

図１　会計別決算

※事業会計については、収益的収入および収益的支出を計上しています。

平成25年度
瀬戸内市会計決算

普
通
会
計
決
算
の
概
要

黒
字
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
の

繰
り
入
れ
は
な
し

　

平
成
25
年
度
の
市
の
普
通
会

計
（
一
般
会
計
）
の
決
算
額
は
、

歳
入
１
６
５
億
７
、８
３
６
万

円
に
対
し
て
、
歳
出
が

１
５
９
億
７
、０
７
１
万
円

で
、
平
成
26
年
度
へ
繰
り
越
し

歳
入
の
内
訳

市
税
と
地
方
交
付
税
が
増
加
、

全
体
で
は
４
・
３
％
増
加

　

歳
入
全
体
は
、
前
年
度
と
比

べ
て
６
億
８
、９
６
１
万
円
（
４・

３
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
市
税
・
地
方
交
付
税
の
大

幅
な
増
加
に
加
え
、
国
庫
支
出

金
が
増
加
し
た
こ
と
が
、
主
な

要
因
で
す
。

　
個
人
市
民
税
が
１
、７
９
２
万

円
（
１
・
２
％
）、
法
人
市
民

た
事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た

４
億
６
、１
９
１
万
円
が
実
質
的

な
黒
字
と
な
り
ま
し
た
（
会
計
間

の
繰
入
・
繰
出
の
重
複
な
ど
を
控

除
し
て
い
る
た
め
、
図
１
に
お
け

る
一
般
会
計
の
額
と
は
異
な
り
ま

す
）。

　
ま
た
平
成
25
年
度
は
、
市
の
貯

金
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
か
ら

の
繰
り
入
れ
は
あ
り
ま
せ
ん
で

し
た
。

税
が
１
億
２
、８
８
１
万
円

（
33
・
２
％
）、
固
定
資
産
税
が

１
億
２
、２
８
１
万
円（
５・７
％
）

増
加
す
る
な
ど
し
た
た
め
、
市
税

全
体
で
は
２
億
８
、３
９
６
万
円

（
６・５
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
入
全
体
の
約
３
分

の
１
を
占
め
る
地
方
交
付
税
は

２
億
６
、４
５
３
万
円（
４・８
％
）

増
加
し
、
臨
時
財
政
対
策
債
は

１
億
９
、１
４
３
万
円（
24・２
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。

　
市
債
は
、
消
防
救
急
無
線
デ
ジ

タ
ル
化
整
備
事
業
や
学
校
教
育
施

　
平
成
25
年
度
瀬
戸
内
市
会
計
決

算
と
は
、
平
成
25
年
４
月
１
日
か

ら
平
成
26
年
３
月
31
日
ま
で
の
瀬

戸
内
市
の
収
入
と
支
出
の
実
績
の

こ
と
で
す
。

　
な
お
、
瀬
戸
内
市
の
平
成
25
年

度
決
算
に
お
け
る
普
通
会
計
（
財

政
比
較
な
ど
に
用
い
る
一
般
行
政

部
門
に
関
す
る
会
計
）
は
、
一
般

会
計
の
み
で
す
。

図２　歳入

分担金及び
負担金（0.6%）
1億14万円

使用料及び
手数料（2.0%）
3億2,513万円

繰入金（0.6%）
1億730万円

繰越金（3.0%）
4億9,786万円

財産収入・寄附金・
諸収入（2.0%）
3億2,521万円

地方譲与税・
各種交付金（3.7%）
6億1,850万円

地方交付税（34.7%）
57億5,694万円

国庫支出金
（8.6%）
14億2,578万円

県支出金
（5.7%）
9億4,485万円

市債（10.8%）
17億9,320万円

市税（28.3%）
46億8,345万円

合計　165億7,836万円

自主財源
（36.4％）

依存財源
（63.6％）

指標 市の比率
％

早 期（ 経 営 ）
健全化基準 ％

財政再生
基準 ％

経常収支比率 84.9 ― ―

財政健全化
判 断 比 率

実質赤字比率 ― 13.19 20.00
連結実質赤字比率 ― 18.19 30.00 
実質公債費比率 13.7 25.00    35.00    
将来負担比率 80.6  350.00 ―

資金不足比率（公営企業会計ごと） ― 20.00 ―

図５　財政健全化判断比率など

※「―」の表示は該当なしを表しています。

歳
出
の
内
訳

全
体
で
は
３
・
８
％
増
加
、

民
生
費
が
最
も
多
い

　

歳
出
全
体
は
、
前
年
度
と
比

べ
て
５
億
７
、９
８
２
万
円
（
３・

８
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
内
訳
を
目
的
別
に
み
る
と
、
子

育
て
支
援
や
高
齢
者
医
療
な
ど
の

経
費
で
あ
る
民
生
費
が
、
全
体
の

27
・
６
％
と
最
も
多
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　

続
い
て
地
域
振
興
や
庁
舎
管

理
、
防
災
対
策
な
ど
の
経
費
で
あ

る
総
務
費
が
14
・
５
％
、
教
育
施

設
の
整
備
や
公
民
館
管
理
な
ど
の

教
育
費
が
12
・
７
％
、
市
債
の
元

金
・
利
子
や
一
時
借
入
金
の
利
子

を
支
払
う
た
め
の
公
債
費
が
11
・

７
％
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
図
３
、４
）

財
政
指
標

経
常
収
支
比
率
が
改
善
、

財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
は
基

準
を
ク
リ
ア

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
た
め
の
指
標
で
あ
り
、
80
％
を

超
え
る
と
財
政
の
弾
力
性
が
失
わ

れ
つ
つ
あ
る
と
さ
れ
る
経
常
収
支

比
率
は
84
・
９
％
と
１・
８
ポ
イ

ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
人
件
費
や
内
部
管
理

経
費
の
抑
制
、
各
種
補
助
金
の
見

直
し
に
加
え
、
市
制
施
行
直
後
に

実
施
し
た
起
債
事
業
の
償
還
が
終

了
を
迎
え
始
め
た
こ
と
に
よ
る
公

債
費
の
減
少
が
、主
な
要
因
で
す
。

　
実
質
赤
字
比
率
と
連
結
実
質
赤

字
比
率
は
、
資
金
不
足
額
が
な
い

た
め
、該
当
数
値
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
実
質
公
債
費
比
率
は
13
・
７
％

で
０・
６
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し

た
。
平
成
21
年
か
ら
５
年
度
連
続

で
、
市
債
発
行
に
県
の
許
可
が
必

要
と
な
る
基
準
で
あ
る
18
％
を
下

農林水産業費

31,891 円

衛生費

35,840 円

民生費

114,308 円

総務費

60,121 円

議会費

5,244 円

商工費

8,302 円

その他
労働費 1,144 円  災害復旧費 517 円

計 414,318 円

この図は、普通会計の歳出が１人当たりい
くらになるかを目的別に算出したものです。

（H26.3.31 現在人口　38,547 人）

図４　市民１人当たりの歳出額

回
っ
て
い
ま
す
。
将
来
負
担
比
率

は
80
・
６
％
と
５・
７
ポ
イ
ン
ト

改
善
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
財
政
健
全
化
法
に
基

づ
く
４
つ
の
指
標
は
い
ず
れ
も
財

政
の
早
期
健
全
化
が
義
務
付
け
ら

れ
る
基
準
（
早
期
健
全
化
基
準
）

を
ク
リ
ア
し
て
い
ま
す
。（
図
５
）

　
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

財
政
課

☎
０
８
６
９-

２
２-

３
９
０
５

HPhttp://www.city.setouchi.lg.jp/
data/zaisei.htm

l

設
耐
震
化
事
業
な
ど
の
大
規
模
事

業
に
対
す
る
財
源
と
し
て
発
行
し

て
お
り
、
４
、９
１
７
万
円
（
２・

８
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。（
図
２
）

図３　歳出

公債費

48,444 円

土木費

27,293 円

教育費

52,998 円

消防費

28,216 円

合計　159億7,071万円

議会費（1.3%）
2億214万円

総務費
（14.5%）
23億1,749万円

民生費（27.6%）
 44億624万円

衛生費
（8.7%）

13億8,154万円

労働費（0.3%）　4,409万円農林水産業費
（7.7%）
12億2,929万円

商工費（2.0%）
3億2,001万円

土木費（6.6%）
10億5,208万円

消防費（6.8%）
10億8,763万円

教育費
（12.7%）
20億4,290万円

災害復旧費
（0.1%）
1,993万円

公債費（11.7%）
18億6,737万円
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